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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第11期

第３四半期
連結累計期間

第12期
第３四半期
連結累計期間

第11期

会計期間
自2021年１月１日
至2021年９月30日

自2022年１月１日
至2022年９月30日

自2021年１月１日
至2021年12月31日

売上高 （千円） 11,418,463 12,723,302 15,950,856

経常利益又は経常損失（△） （千円） 884,056 △1,023,333 990,726

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益又は親会社株主に帰属する四半

期純損失（△）

（千円） 566,825 △1,277,321 529,953

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 637,815 △1,181,368 587,565

純資産額 （千円） 9,832,330 12,406,369 14,097,815

総資産額 （千円） 109,548,849 164,145,564 119,766,011

１株当たり四半期（当期）純利益又は

１株当たり四半期純損失（△）
（円） 21.96 △44.19 20.47

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益
（円） － － 19.28

自己資本比率 （％） 5.8 5.5 8.9

 

回次
第11期

第３四半期
連結会計期間

第12期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2021年７月１日
至2021年９月30日

自2022年７月１日
至2022年９月30日

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失（△）
（円） 9.75 △0.60

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．当社株式は2021年12月22日に東京証券取引所マザーズに上場したため、第11期の潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、新規上場日から第11期末日までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しており

ます。

３．第11期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する

ものの、当社株式は非上場であるため、期中平均株式が把握できないため記載しておりません。

４．第12期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

５．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容及びセグメント

情報における事業区分に重要な変更はありません。また、主要な関係会社の異動は次のとおりです。

　第２四半期連結会計期間より、日本再生可能エネルギーインフラ投資法人他１社は新たに持分の過半を取得したこ

と等により連結の範囲に含めております。

　当第３四半期連結会計期間より、Rencoba Energias Alternativas,S.L.他１社は新たに出資持分の全額を取得した

こと等により連結の範囲に含めております。

　この結果、当社グループは2022年９月30日現在において、連結子会社24社・持分法適用関連会社２社を中心に構成

されております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）経営成績等の状況の概要

①経営成績の状況

　当社グループが位置する再生可能エネルギー事業は、気候変動問題に関する国際的な枠組みである「パリ協定」

の締結を契機に脱炭素化に向けた取り組みが世界的な潮流となっており、日本を含む150ヶ国以上の国がカーボン

ニュートラルを表明しています。日本においては、2050年までに温室効果ガスの排出量を実質ゼロとし、カーボン

ニュートラルの実現を目指すこと、そのために、省エネルギーを徹底し再生可能エネルギーを最大限導入するとと

もに、規制改革等の政策を総動員しグリーン投資の更なる普及を進めること等が宣言されました。また、2021年10

月に閣議決定された第６次エネルギー基本計画において、2030年度の再生可能エネルギーの電源構成の占める割合

は、従来の第５次エネルギー基本計画の22～24%から36～38%へと1.5倍以上に引き上げられました。

　再生可能エネルギー導入に対する政府の支援姿勢は継続しており、今後も再生可能エネルギー市場はより一層拡

大していく見通しです。

 

　当第３四半期連結累計期間における当社グループの事業において、開発事業については、自社開発、セカンダ

リー双方での案件取得を行った結果、自社開発及びセカンダリー取得の実績は累計で908.8MWとなりました。

　また、2022年９月には当社にとって初の海外案件となるスペイン王国の稼働済み太陽光発電所（21.6MW）を取得

いたしました。

　これにより、当社グループとして保有する稼働済み発電所のネット設備容量（設備容量に当社グループ持分割合

を乗じたもの）は、2022年９月30日時点で合計361.3MWとなりました。

　そのほか、2022年８月に鹿児島県垂水市と「再生可能エネルギーの活用に関する連携協定書」を締結しました。

これは、垂水市強靭化地域計画及び垂水市地球温暖化対策実行計画に基づく垂水市内のカーボンニュートラルに向

けた取り組みを加速・拡大させ、垂水市の持続可能なまちづくりを推進させるためのものです。今後、当社は、垂

水市におけるオンサイト型 PPA（Power Purchase Agreement、発電事業者が電力需要施設に太陽光発電設備を設置

し、発電した電気を電力需要施設にて消費するというスキームの電力購入契約）による太陽光発電所の導入を計画

しています。垂水市所有の施設の屋上及び屋根に当社が太陽光発電設備を設置し、発電事業者として当社が発電し

た電気を垂水市所有の施設へ供給する予定です。

　O&M事業については、外部受託の拡大を強化したことにより、外部受託件数は計529.9MW、自社開発及び取得案件

を含めて累計1,151.1MWに増加いたしました。

　また、当社は、2022年５月12日開催の取締役会において、日本再生可能エネルギーインフラ投資法人（以下「対

象者」といいます。）を連結子会社化することを目的として、金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改

正を含みます。）に基づく公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）により、当社の連結子会社である合

同会社アールジェイ７号を公開買付者として、対象者の投資口を取得することを決議し、2022年５月13日から2022

年６月23日を取得期間として本公開買付けを実施いたしました。

　本公開買付けの結果、2022年６月30日（本公開買付けの決済の開始日）付けで対象者が当社の連結子会社とな

り、当第３四半期連結累計期間において、当社は本公開買付けに伴う手数料等を計上いたしました。

 

　これらの結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は12,723,302千円（前年同期比11.4％増）、営業利益

は1,027,459千円（前年同期比39.9％減）、経常損失は1,023,333千円（前年同期は884,056千円の経常利益）、親

会社株主に帰属する四半期純損失は1,277,321千円（前年同期は566,825千円の親会社株主に帰属する四半期純利

益）となりました。

　なお、当社グループは、再生可能エネルギー事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略して

おります。

 

 

EDINET提出書類

リニューアブル・ジャパン株式会社(E37205)

四半期報告書

 4/21



②財政状態の状況

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末における流動資産は107,700,744千円となり、前連結会計年度末に比べ101,503千円

増加いたしました。これは主に現金及び預金が4,672,435千円減少、仕掛販売用発電所が13,061,296千円減少した

ものの、販売用発電所が18,792,122千円増加したこと等によるものであります。固定資産は56,444,819千円とな

り、前連結会計年度末に比べ44,278,050千円増加いたしました。これは主に機械装置及び運搬具が46,651,297千円

増加したこと等によるものであります。

　この結果、総資産は、164,145,564千円となり、前連結会計年度末に比べ44,379,553千円増加いたしました。

 

（負債）

　当第３四半期連結会計期間末における流動負債は68,125,338千円となり、前連結会計年度末に比べ43,828,431千

円増加いたしました。これは主に短期借入金が36,662,150千円増加、未払金が6,331,080千円増加したこと等によ

るものであります。固定負債は83,613,855千円となり、前連結会計年度末に比べ2,242,568千円増加いたしまし

た。これは主に長期借入金が1,694,209千円減少したものの、繰延税金負債などその他固定負債が3,175,480千円増

加したこと等によるものであります。

　この結果、負債合計は、151,739,194千円となり、前連結会計年度末に比べ46,070,999千円増加いたしました。

 

（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は12,406,369千円となり、前連結会計年度末に比べ1,691,446

千円減少いたしました。これは主にオーバーアロットメントによる売り出しに関連した第三者割当増資により資本

金及び資本準備金がそれぞれ340,386千円増加したものの、子会社株式の追加取得により資本剰余金が1,037,463千

円減少、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上により利益剰余金が1,277,321千円減少、非支配株主持分が

90,779千円減少したこと等によるものであります。

 

 

 

（２）研究開発活動

該当事項はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2022年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 29,144,610 29,144,610
東京証券取引所

グロース市場

完全議決権株式で

あり、権利内容に

何ら限定のない当

社における標準と

なる株式でありま

す。

単元株式数は100株

であります。

計 29,144,610 29,144,610 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2022年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年７月１日～

2022年９月30日

(注)

267,820 29,144,610 5,304 4,624,901 5,304 4,624,901

(注)　新株予約権の行使による増加であります。

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2022年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

    2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 28,873,200 288,732

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式 普通株式 3,590 － －

発行済株式総数 普通株式 28,876,790 － －

総株主の議決権  － 288,732 －

 

 

②【自己株式等】
 

　該当事項はありません。

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

リニューアブル・ジャパン株式会社(E37205)

四半期報告書

 7/21



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年７月１日から2022

年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年１月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（2021年12月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2022年９月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 18,162,485 13,490,050

売掛金及び契約資産 1,878,153 2,285,335

営業投資有価証券 3,287,487 3,282,879

販売用発電所 56,156,088 74,948,210

仕掛販売用発電所 19,192,658 6,131,362

前払費用 4,026,295 3,983,247

その他 4,896,072 3,579,659

流動資産合計 107,599,241 107,700,744

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,623,370 3,628,690

機械装置及び運搬具 990,661 47,641,958

土地 2,845,300 3,636,014

その他 348,118 345,591

減価償却累計額 △1,129,720 △8,190,544

有形固定資産合計 6,677,729 47,061,710

無形固定資産   

のれん 1,247,164 2,847,563

その他 657,969 2,862,491

無形固定資産合計 1,905,133 5,710,055

投資その他の資産 3,583,906 3,673,053

固定資産合計 12,166,769 56,444,819

資産合計 119,766,011 164,145,564

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,612,415 222,930

短期借入金 3,969,250 40,631,400

１年内償還予定の社債 194,000 146,000

１年内返済予定の長期借入金 11,376,850 13,603,854

１年内返済予定のノンリコース長期借入金 4,596,236 4,598,492

未払金 1,392,006 7,723,086

未払法人税等 364,445 198,613

賞与引当金 - 119,799

事業整理損失引当金 26,462 5,286

その他 765,240 875,874

流動負債合計 24,296,907 68,125,338

固定負債   

社債 2,288,000 1,635,000

長期借入金 28,482,816 26,788,606

ノンリコース長期借入金 48,497,810 49,956,592

修繕引当金 145,404 100,920

その他 1,957,256 5,132,736

固定負債合計 81,371,287 83,613,855

負債合計 105,668,195 151,739,194

 

 

EDINET提出書類

リニューアブル・ジャパン株式会社(E37205)

四半期報告書

 9/21



 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（2021年12月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2022年９月30日）

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,273,310 4,624,901

資本剰余金 4,586,753 3,900,880

利益剰余金 1,744,518 475,043

自己株式 - △59

株主資本合計 10,604,582 9,000,766

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 25,763 -

為替換算調整勘定 - 28,913

その他の包括利益累計額合計 25,763 28,913

非支配株主持分 3,467,469 3,376,689

純資産合計 14,097,815 12,406,369

負債純資産合計 119,766,011 164,145,564
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年９月30日）

売上高 11,418,463 12,723,302

売上原価 7,097,653 8,263,162

売上総利益 4,320,809 4,460,140

販売費及び一般管理費 2,611,859 3,432,680

営業利益 1,708,950 1,027,459

営業外収益   

受取利息 18,508 1,251

受取配当金 3,723 6,753

受取保険金 6,257 80,201

受取補償金 75,157 567

還付金収入 32,383 1

匿名組合投資利益 22,303 29,771

持分法による投資利益 368 363

その他 7,364 18,364

営業外収益合計 166,067 137,274

営業外費用   

支払利息 769,765 1,160,910

支払手数料 217,216 973,430

その他 3,979 53,726

営業外費用合計 990,961 2,188,068

経常利益又は経常損失（△） 884,056 △1,023,333

特別利益   

投資有価証券売却益 15,345 -

段階取得に係る差益 - 69,321

事業整理損失引当金戻入額 - 12,527

その他 716 -

特別利益合計 16,062 81,848

特別損失   

固定資産除却損 2,770 1,469

特別損失合計 2,770 1,469

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
897,348 △942,954

法人税、住民税及び事業税 783,693 577,145

法人税等調整額 △519,092 △335,581

法人税等合計 264,601 241,564

四半期純利益又は四半期純損失（△） 632,746 △1,184,518

非支配株主に帰属する四半期純利益 65,921 92,803

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
566,825 △1,277,321
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△） 632,746 △1,184,518

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 5,068 △25,763

為替換算調整勘定 - 28,913

その他の包括利益合計 5,068 3,150

四半期包括利益 637,815 △1,181,368

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 571,894 △1,274,171

非支配株主に係る四半期包括利益 65,921 92,803
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　第２四半期連結会計期間より、日本再生可能エネルギーインフラ投資法人他１社は新たに持分の過半を取得した

こと等により連結の範囲に含めております。

　なお、当該連結範囲の変更は、第２四半期連結会計期間の属する連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を与

えることが見込まれます。影響の概要は、連結貸借対照表の総資産等の増加であります。

　当第３四半期連結会計期間より、Rencoba Energias Alternativas,S.L.他１社は新たに出資持分の全額を取得し

たこと等により連結の範囲に含めております。

 

 

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　これによる主な変更点として、工事請負契約のうち、一定の期間にわたり履行義務が充足される契約について

は、履行義務の充足に係る進捗率を見積もり、当該進捗率に基づき一定期間にわたり収益を認識する方法に変更し

ております。履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、発生原価に基づくインプット法によっております。

また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回収することが見込ま

れる場合は、原価回収基準により収益を認識する方法を適用いたします。なお、一時点で充足される履行義務は、

完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用にあたっては、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首において、会計方針の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

この結果、利益剰余金の当期首残高は7,846千円増加しております。

　また、当第３四半期連結累計期間の売上高は39,118千円、売上原価は29,998千円それぞれ減少し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ9,120千円減少しております。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「売掛金及び契約資産」に含めて表示することとし、「流動負債」に

表示していた「前受金」のうち、収益認識会計基準等における契約負債に該当する金額について第１四半期連結会

計期間より「契約負債」として「流動負債」の「その他」に含めて表示することといたしました。なお、収益認識

会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを

行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第

28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した

情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、当該会計基準等の適用が四半期連

結財務諸表に与える影響はありません。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　該当事項はありません。

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年９月30日）

減価償却費 1,458,256千円 3,987,127千円

のれんの償却額 26,651 76,010

 

 

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結累計期間（自2022年１月１日　至2022年９月30日）

株主資本の金額の著しい変動

　当第３四半期連結累計期間において、当社は、2022年１月24日付けで、SMBC日興証券株式会社からオーバーア

ロットメントによる売り出しに関連した第三者割当増資の払込を受けた結果、資本金及び資本準備金がそれぞれ

340,386千円増加、一方で子会社株式の追加取得により資本剰余金が1,037,463千円減少したことにより、当第３

四半期連結会計期間末において、資本金が4,624,901千円、資本剰余金が3,900,880千円となっております。

 

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、再生可能エネルギー事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（企業結合等関係）

　取得による企業結合

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 Rencoba Energias Alternativas,S.L.

事業の内容 スペイン王国における太陽光発電技術を利用した再生可能エネルギーによる発電に関する事業

等

（2）企業結合を行った主な理由

スペイン王国における再生可能エネルギー事業を拡大するためであります。

（3）企業結合日

2022年９月６日（持分取得日）

2022年９月30日（みなし取得日）

（4）企業結合の法的形式

現金を対価とする出資持分の取得

（5）企業結合後の名称

Rencoba Energias Alternativas,S.L.

（6）取得した出資持分比率

100％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

　当社の連結子会社であるRJ EURODEVELOPMENT,S.L.がRencoba Energias Alternativas,S.L.の出資持分の全

額を取得したことにより、実質的に支配すると認められるためであります。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　貸借対照表のみを連結しているため、当第３四半期連結損益計算書に被取得企業の業績は含まれておりませ

ん。

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　現金及び預金 702,238千円

取得原価 702,238千円

 

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　44,935千円

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

159,433千円

（2）発生原因

主として今後の事業展開によって期待される超過収益から発生したものであります。

（3）償却方法及び償却期間

20年間にわたる均等償却
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第３四半期連結累計期間（自2022年１月１日　至2022年９月30日）

（単位：千円）

 報告セグメント

 再生可能エネルギー事業

売上高  

　フロー型収益 349,996

　ストック型収益 12,120,387

顧客との契約から生じる収益 12,470,383

その他の収益 252,919

外部顧客への売上高 12,723,302

（注）１．「フロー型収益」は、開発業務、EPC等工事請負および発電所売却による収入であります。

２．「ストック型収益」は、売電事業等、O&M事業およびAM事業による収入であります。

３．「その他の収益」は匿名組合からの分配損益および地代収入等であります。

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年９月30日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期

純損失（△）
21円96銭 △44円19銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会

社株主に帰属する四半期純損失（△）（千

円）

566,825 △1,277,321

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益又は普通株式に係る親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）（千円）

566,825 △1,277,321

普通株式の期中平均株式数（株） 25,812,000 28,903,773

   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 － －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株）   

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

 

－

 

－

（注）１．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する

ものの、当社株式は非上場であるため、期中平均株式が把握できないため記載しておりません。

２．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年11月14日

リニューアブル・ジャパン株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 吉田　亮一

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐々木　浩一郎

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているリニューアブ

ル・ジャパン株式会社の2022年１月１日から2022年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年７月

１日から2022年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年１月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、リニューアブル・ジャパン株式会社及び連結子会社の2022年９月30日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績 を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど
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うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

 
  

（注）１.上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２.ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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